
 

いしかわ脱炭素業界団体プロジェクト支援事業 
募集要項 

 
 

１．目的 

この補助金は、石川県内の業界の事情に応じた脱炭素の取組を推進するため、業界団体等が実施する

先導的な取組に対して支援することで、事業者の取り組みを加速させることを目的としています。 

 
 

２．補助対象者 

石川県内で活動する業務部門・産業部門・運輸部門に関係する業界団体及び２社以上の企業グルー

プとします。 

 
 

３．補助対象事業 

業界団体等が実施する先導的な脱炭素の取り組みで、次に掲げる基準を満たすものとします。 

（１） 申請事業について市町、県、及び国の補助事業や顕彰制度の対象となっていないこと 

（２） 補助事業を実施する者が従来から実施する事業でないこと 

（３） 取組内容が法令等に違反しないこと 

（４） 政治活動、宗教活動を目的としていないこと 

 
 

４．補助金の額 

上限 300 千円とします。 

※事業収入がある場合、補助対象経費から事業収入を控除した額 
 
 

５．補助対象経費 

補助対象事業に要する経費のうち、以下の経費より知事が認めるものを対象とします。 

区分 経費の種類 

役務費 事業実施に必要な通信運搬費（郵便電信料、運搬料）、各種手数料、

役務サービス料、翻訳料 

需用費 事業実施に必要な消耗品の購入費、印刷製本費 

施設及び設備借り上げ料 事業実施に直接必要な施設や設備の借り上げ料 

広報宣伝費 事業実施にあたっての広報宣伝費 

報償費 事業実施に必要な外部専門家等にかかる技術指導費及びコンサルタ

ント費等の報償費 

委託費 事業実施に必要な製作費及び設置等にかかる委託費、調査の実施に係

る委託費 

備品購入費 事業実施に必要な備品購入費（既存の機器の更新や、汎用性のあるも

のを除く） 

その他の経費 その他、必要と認められる経費 



＜備考＞ 

１ 補助額は、1,000 円未満を切り捨てた額とする。 

２ 次の各号に掲げる経費は、補助対象経費から除外する。 

（１）対象事業の実施に直接必要がない経費 

（２）対象事業に係る経費として明確に区分できない経費 

（３）使途、単価、数量等が明確に区分できない経費 

（４）人件費及び食糧費（会議及び作業に係るお茶代は除く） 

（５）出資・出捐・貸付及び不動産取得に要する経費 

（６）消費税及び地方消費税 

（７）その他知事が不適当と認める経費 

 
 

６．補助要件 

   補助事業の執行結果を、ホームページやメルマガへの掲載、発表会の開催などにより、業界内の所

属企業等へ広く周知すること。 

 
 

７．申請方法 

（１）提出書類 

・交付申請書（別記様式第１号） 

・事業計画書（別紙１）、経費の配分（別紙２）、収支予算書（別紙３）、組織の状況（別紙４） 

・その他、申請者の活動内容や実績等が分かる資料 

※様式(記入例含む)は、下記ホームページからダウンロードできます。

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ontai/project/hojokin.html 

 
（２）提出方法 

原則、メールにて提出してください。 

 
（３）提出先及び問い合わせ先 

石川県 生活環境部 カーボンニュートラル推進課 グリーンライフ推進グループ 

〒９２０－８５８０ 石川県金沢市鞍月１丁目１番地 

メールアドレス：cn2@pref.ishikawa.lg.jp 

電話番号   ：０７６－２２５－１４６９ 

 
（４）提出期限 

令和５年８月１８日（金） 

 
（５）スケジュール（予定） 

スケジュール 日程 

公募開始 令和５年５月１９日（金） 

応募締切日 令和５年８月１８日（金） 

審査期間 令和５年８月下旬（予定） 

審査結果通知（書面） 令和５年９月中旬（予定） 

事業開始 採択決定後 

事業終了・実績報告 令和６年３月末まで 

mailto:cn2@pref.ishikawa.lg.jp


８．審査 

（１）審査方法 

・事業計画書は、県に設置する審査委員会にて審査いたします。 

・審査方法は、審査基準に基づいて採点評価を行い、点数上位者から採択を決定いたします。 

・審査委員会は、非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。 

 
（２）審査基準 

次のような観点から、審査を実施いたします。 

審査項目 審査内容 

事業の妥当性 ・事業計画が、脱炭素に資する取り組みであるか。 

・事業に係る経費は妥当であるか。 

事業のモデル効果 ・各企業等の脱炭素の取り組みを推進するものか。又は、事業が 

きっかけとなり企業等の取り組みを誘発させるものか。 

事業効果の程度 ・各企業等の取り組みの温室効果ガス削減をどの程度高める効果 

があるか。 

 

（３）採択件数（予定） 

５件程度 

 
（４）通知 

・審査結果は、９月中旬を目途に、県から書面で通知いたします。 

・採択決定後、交付決定となり、補助事業に着手することができます。 

・なお、採択された場合でも、予算の都合等により希望金額が減額される場合があります。 
 
 

９．補助金の交付 

・補助金は精算払となります。 

・補助事業実施後、当該年度末までに実績報告書を提出いただき（必要に応じ実地検査を実施の上）、県

から補助金の額の確定を通知いたします。 

・その後、（精算）請求書を提出いただき、補助金の交付となります。 


